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本件は，土壌汚染対策法 (平成18年 6 月 2 日法律第50号による改正前の
もの。以下「法」ないし「土対法」という｡） 3 条 1 項所定の有害物質使
69


























































































































































































































































































































































































































後行行為の報告命令の取消訴訟，差止め訴訟 (行訴法37条の 4 ) ないし仮

















































































号 (2012) 4 頁以下，大橋真由美「判批」法セ 57巻 9 号 (2012) 127頁，











月 5 日判時428号53頁，東京地判昭和41年10月 5 日判時470号35頁，東京
地判昭和48年９月10日判時734号34頁)，土地収用法に基づく土地細目の
公告 (宇都宮地判昭和44年４月 9 日判時556号23頁)，国税通則法に基づ





































































(14) 田中二郎『新版行政法上巻』(弘文堂，全訂第 2 版，1974) 326頁参照。
(15) 最判昭和41年２月23日民集20巻２号271頁〔272頁]。
(16) 最判平成20年９月10日民集62巻８号2029頁〔2040頁]。








































































(32) 江原＝北原・前掲注(３) 7 頁参照。
(33) 平15・2・4 環水土第20号環境省環境管理局水環境部長通知「土壌汚染
対策法の施行について｣。また，平22・3・5 環水大土発第100305002号環
境省水・大気環境局長通知「土壌汚染対策法の一部を改正する法律によ
る改正後の土壌汚染対策法の施行について」参照。
(桃山法学 第22号 ’13)88
(34) 桑原・前掲注(３)『民事判例Ⅴ』159頁も参照のこと。
(35) 三好・前掲注(３)300頁は,「本件通知のような，処分性の有無が極め
て微妙な行為については，土壌汚染対策法において，通知を発するまで
の事前手続き規定を整備するなど，その取扱いを明確化する立法的措置
が必要と思われる」とする。
土壌汚染対策法３条２項による通知は抗告訴訟の対象となる…… 89
